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公正取引委員会事務総局

中部事務所 下請課長

勝上 一貴

下請取引適正化推進講習会
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１．下請法の基礎、親事業者の義務及び禁止事項

２．令和６年度の勧告事例

本日の内容①

３．下請法改正法の概要



下請法とは？

下請法の制定

事業者が、自己よりも取引上劣位な地位にある委託先（外注先）に対して、不当に不利益
を与える行為は、独占禁止法によって禁止されている「優越的地位の濫用行為」に当たる
場合がある。

ただし、
  ・ 「優越しているといえるか」「濫用行為に当たるか」を個別に認定する必要がある。
・ 独占禁止法の手続では相当期間を要し、問題解決の時機を逸するおそれがある上、継続的
取引関係を悪化させる要因となる場合もある。
・ 下請取引の性格上、下請事業者による親事業者の違反行為の申告はあまり期待できない。

適用対象を明確にし、違反行為の類型を具体的に法定し、簡易な
手続で迅速かつ効果的に下請事業者の保護を図る。

１９５６（昭和３１）年 下請法（下請代金支払遅延等防止法）の制定

3



• 下請取引の公正化

• 下請事業者の利益保護
目 的

• 委託内容＆資本金区分（２つの条件）
親事業者・下請

事業者の定義

• ４つの義務

• １１の禁止事項

親事業者の

義務＆禁止事項

下 請 法 の 概 要

下請法の概要

【下請取引適正化推進講習会テキスト参照】概要は2ページ、禁止事項の一覧表は40ページ
テキスト掲載ＵＲＬ：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/shitauketext.pdf
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親事業者 下請事業者下請事業者

３ 億 円 超
３億円

１千万円

３億円

１千万円

３ 億 円 以 下
（個人を含む）

３ 億 円 以 下

１ 千 万 円 超

１千万円以下
（個人を含む）

委託

委託

Ａ 取引内容＆資本金（３億円基準）

１委託内容

• 部品、金型等の製造委託

• 物品の修理委託

• 情報成果物作成委託のうちプログラム作成委託

• 役務提供委託のうち、物品の運送・倉庫保管、情報処理の委託

２ 資 本 金

【テキスト参照】４ページ

下請法の資本金区分①

＆
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親事業者 下請事業者下請事業者

５千万円超
５千万円

１千万円

５千万円

１千万円

５千万円以下
（個人を含む）

５千万円以下

１ 千 万 円 超

１千万円以下
（個人を含む）

委託

委託

下請法の資本金区分②

Ｂ 取引内容＆資本金（５千万円基準）

１委託内容

• 情報成果物作成委託（プログラムの作成を除く）

• 役務提供委託（物品の運送・倉庫保管、情報処理を除く）

２ 資 本 金

【テキスト参照】４ページ

※ 建設工事は下請法の適用対象外⇒
建設業法に下請法と同様の規定があり、

下請事業者の保護が別途図られているため。

＆
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• 物品の販売を行っている事業者が、規格、品
質、デザイン、ブランドなどを指定して、その物
品や部品の製造を委託する。

  例：自動車メーカーが、自動車部品の製造を部品メーカー 

に委託する。

製 造 委 託 （ 類 型 １ ）

下請法の適用対象となる取引①

※ 下請法において、「委託」とは、下線のとおり、仕様や内容を指定して依頼することをいいます

（以下、本資料において同じ。）。
【テキスト参照】解説は５ページ類型１。図は７ページ 7



• 物品の製造を請け負っている事業者が、その
物品や部品の製造を委託する。

例：精密機械メーカーが、受注生産する精密機械用の部品

 の製造を部品メーカーに委託する。

製 造 委 託 （ 類 型 ２ ）

下請法の適用対象となる取引②

【テキスト参照】解説は６ページ類型２。図は７ページ 8



• 物品の修理を行っている事業者が、修理に
必要な部品、原材料の製造を委託する。

 例：家電メーカーが、販売した製品の修理用部品の製造を部

品メーカーに委託する。

製 造 委 託 （ 類 型 ３ ）

下請法の適用対象となる取引③

【テキスト参照】解説は６ページ類型３。図は７ページ

※ 他の事業者から修理を依頼される場合のほか、自社工場の機械等を自ら修理している
 場合も含まれます。
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• 自社で使用・消費する物品を自社で製造してい
る事業者が、その物品や部品の製造を委託す
る。

 例：自社工場で使用する工具を自社で製造している工作機器

メーカーが、その工具の製造を他の工作機器メーカーに委

託する。

製 造 委 託 （ 類 型 ４ ）

下請法の適用対象となる取引④

【テキスト参照】解説は６ページ類型４。図は７ページ 10



• 物品の修理を請け負っている事業者が、その
物品の修理を他の事業者に委託する。

例：自動車ディーラーが、請け負った自動車の修理

作業を修理業者に委託する。

修 理 委 託 （ 類 型 １ ）

下請法の適用対象となる取引⑤

【テキスト参照】解説は８ページ類型１。図は９ページ 11



• 自社で使用する物品を自社で修理している事
業者が、その物品の修理を他の事業者に委託
する。

 例：自社工場の設備を自社で修理している工作機器メーカー

が、その設備の修理作業を修理業者に委託する。

修 理 委 託 （ 類 型 ２ ）

下請法の適用対象となる取引⑥

【テキスト参照】解説は８ページ類型２。図は９ページ 12



• 情報成果物を提供している事業者が、その情
報成果物の作成を他の事業者に委託する。

 例：ソフトウェアメーカーが、ゲームソフトや汎用アプリケーショ 

ンの開発をソフトウェアメーカーに委託する。

情報成果物作成委託（類型１ ）

下請法の適用対象となる取引⑦

【テキスト参照】解説は11ページ類型１。図は12ページ

※ 情報成果物とは、ソフトウェア、映像コンテンツ、設計図等のことをいいます。
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• 情報成果物の作成を請け負っている事業者
が、その情報成果物の作成を他の事業者に
委託する。

 例：広告会社が、クライアントから受注したＣＭの制作をＣＭ
制作会社に委託する。

情報成果物作成委託（類型２ ）

下請法の適用対象となる取引⑧

【テキスト参照】解説は11ページ類型２。図は12ページ 14



• 自社で使用する情報成果物を自社で作成し
ている事業者が、その情報成果物の作成を
他の事業者に委託する。
例：家電メーカーが、自社のシステム部門で作成する自社用

経理ソフトの作成の一部をソフトウェアメーカーに委託す

る。

る。

情報成果物作成委託 （類型３ ）

下請法の適用対象となる取引⑨

【テキスト参照】12ページ 15



• 役務の提供を請け負っている事業者が、その
役務を他の事業者に委託する。
例：自動車ディーラーが、顧客から請け負ったメンテナンス

作業を自動車整備会社に委託する。

役 務 提 供 委 託

下請法の適用対象となる取引⑩

【テキスト参照】解説は13ページ。図は14ページ

※ 役務提供委託として規制される役務とは、委託事業者が他社に提供する役務のことであり、
委託事業者が自ら利用する役務は含まれません。例えば、工作機械メーカーが、自社工場の
清掃作業の一部を清掃業者に委託することは、役務提供委託に該当しません。
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親事業者の義務

① 書面の交付義務
② 下請代金の支払期日を定める義務
③ 遅延利息の支払義務
④ 書類の作成・保存義務

親事業者の義務

【テキスト参照】26ページ 17



親事業者は発注した場合は、直ちに発注内容を明記
した書面を交付しなければなりません（下請事業者の承諾

を得て、書面に代えて電子メール等の電磁的方法で提供することができま

す。）。

書 面 の 交 付 義 務
（第３条）

親事業者の義務①

【テキスト参照】解説は26ページ。書面の記載例は96ページ～115ページ 18



親事業者は、検査をするかどうかを問わず、発注した物品等
を受領した日から起算して６０日以内のできる限り短い期間内
で、下請代金の支払期日を定めなければなりません。

支払期日 を定め る義務
（第２条の２）

以下のとおり、支払期日がみなされます

ア 支払期日を定めなかった場合

イ 定めた支払期日が６０日を超
えている場合

物品等を実際に受領した日

受領した日から起算して６０
日を経過した日の前日

親事業者の義務②

【テキスト参照】36ページ

※ 月単位の締切制度を採用している場合、「受領後６０日以内」の規定を「受領後２か月以内」と
して運用しており、大の月（３１日）も小の月（３０日）も同じく１か月として運用しています。
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遅 延 利 息 の 支 払 義 務
（第４条の２）

親事業者は、支払期日までに下請代金を支払わなかっ
た場合、発注した物品等を受領した日から起算して６０
日を経過した日から実際に支払をする日までの期間、
その日数に応じ下請事業者に対して遅延利息（未払金
額に年率１４．６％を乗じた額）を支払わなければなりま
せん。

0

親事業者の義務③

【テキスト参照】39ページ 20



⑤ 受領した給付の内容及び受領した日（役務提供委託の場合は、役務が提供された期日又は期間）

⑥ 検査をした場合は、検査を完了した日、検査の結果及び不合格品の取扱い

⑦ 変更又はやり直しをさせた場合の内容及び理由

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は、増減額及びその理由

⑪ 支払った下請代金の額、支払った日及び支払手段

⑫ 手形を交付した場合は、手形の金額、手形を交付した日及び手形の満期

⑬ 一括決済方式の場合は、貸付け等の額及び貸付期間等の始期並びに親事業者が下請代金債 

務相当額等を金融機関に支払った日

⑭ 電子記録債権の場合は、電子記録債権の額、支払を受けることができることとした期間の始期及び満期日

⑮ 有償支給原材料等の品名、数量、対価、引き渡した日、決済をした日及び決済方法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等の対価を控除した場合は、その後の下請代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は、遅延利息の額及び遅延利息を支払った日

【テキスト参照】37ページ

親事業者の義務④

書 類 の 作 成 ・ 保 存 義 務
（第５条）

親事業者は、給付内容、下請代金の額など、下請取引に関する記録を書類として
作成し、２年間保存する義務があります。（以下、発注書面の記載事項では満たす
ことのできない項目のみ抜粋。）【テキスト３７、３８ページに記載の①～④、⑧、⑨
の６項目は発注書面と共通（共通事項の①のうち親事業者の名称は含まない。）】
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親事業者の禁止事項

①受領拒否の禁止
②下請代金の支払遅延の禁止
③下請代金の減額の禁止
④返品の禁止
⑤買いたたきの禁止
⑥購入・利用強制の禁止
⑦報復措置の禁止
⑧有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止
⑨割引困難な手形の交付の禁止
⑩不当な経済上の利益の提供要請の禁止
⑪不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

親事業者の禁止事項 ー概要ー

【テキスト参照】40ページ 22



受 領 拒 否 の 禁 止
（第４条第１項第１号）

親事業者は、下請事業者に責任がないときは、発注した物
品を受け取らなければなりません。

親事業者の禁止事項①

１ 発注書面に明記された委託内容と異なるものや欠点、欠陥があるものが納入された場合

２ 発注書面に明記された納期までに納入されなかったため、そのものが不要となった場合
（無理な納期設定をした場合を除きます。）

下請事業者に責任があり、受領拒否できる場合

【テキスト参照】41ページ
23



問題となった事例

鉄鋼製品の製造を下請事業者に委託しているＡ社は、鉄鋼製品を販売
先に緊急に納入する必要があったことから、下請事業者２社に急いで製造
するよう発注した。その後、Ａ社は、１社から早く納入されたため、他の１社
に対して不要になったとして発注を取り消した。

（１）「受領」とは、下請事業者が納入したものを、社内検査の有無にかかわらず受け取

る行為であって、親事業者が事実上支配下におけば受領したことになります。

（２）受領拒否とは、次のような行為も該当します。

  ① 発注の取消
     ② 納期の延期

     ③ 検査基準の恣意的変更による不合格の扱い

事 例 ①

衣料品等の製造を下請事業者に委託しているＢ社は、販売予想に見込
み違いが生じたことを理由に、あらかじめ定められた納期に下請事業者の
給付を受領しなかった。

事 例 ②

ワンポイント

自社の都合を理由とした受領拒否

販売計画の変更を理由とした受領拒否
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支払期日までに支払えなかった場合・・・

親事業者は、製品や商品等を受領した日（又
はサービスが提供された日）から起算して６０
日を経過した日から、年率１４．６％の遅延利
息を支払わなければなりません。
＝遅延利息の支払義務（テキスト３９ページ）

下請代金の支払遅延の禁止
（第４条第１項第２号）

親事業者は、支払期日
までに下請代金を支払
わなければなりません。

親事業者の禁止事項②

【テキスト参照】44ページ 25



問題となった事例

ソフトウェアの開発を下請事業者に委託しているＣ社は、下請事業者に
対し、下請事業者の給付を受領した月の翌月末日までに下請代金を支払
わなければならないにもかかわらず、「毎月末日締切、翌々月１０日支払」
の支払制度を採っているため、一部のソフトウェアの下請代金については、
最長１０日の支払遅延が生じることとなった。

事 例 ①

ナビゲーションシステム用の地図データの作成を下請事業者に委託して
いるＤ社は、自社の事務処理が遅れたことを理由に、下請事業者に対し、
あらかじめ定められた支払期日を超えて下請代金を支払っていた。

事 例 ②

アクセサリーの製造を下請事業者に委託しているＥ社は、下請事業者の
給付を受領しているにもかかわらず、下請事業者からの請求書の提出が
遅れたことを理由に、下請事業者に対し、あらかじめ定められた支払期日
を超えて下請代金を支払っていた。

事 例 ③

支 払 制 度 に 起 因 す る 支 払 遅 延

事務処理の遅れ を 理 由 と し た 支 払遅延

請求書の提出遅れを理由とした支払遅延
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下請代金の減額の禁止
（第４条第１項第３号）

親事業者の禁止事項③

１ 下請事業者に責任があり受領拒否・返品をした場合に、その分の代金を減じるとき

２ 下請事業者に責任があり受領拒否・返品できるのに、そうしないで、親事業者が手直
しした場合に、その手直しにかかった費用を減じるとき

３ 瑕疵等の存在又は納期遅れによる商品価値の低下が明らかな場合に、客観的に相
当と認められる額を減じるとき

下請事業者に責任があり減額できるのは、次の場合に限定されます

親事業者は、下請事業者に責任がある場合を除き、発注時に定められた下
請代金の額を減じてはいけません。代金を差し引く名目、方法、金額の多少、
下請事業者との合意の有無を問いません。

【テキスト参照】53ページ 27



問題となった事例

衣料品、雑貨等の製造を下請事業者に委託しているＦ社は、発注書の作成
等の費用に充てるため、「事務手数料」として、下請代金の額に一定率を乗じ
て得た額を下請代金の額から減じていた。

事 例 ①

有機溶剤の容器の製造を下請事業者に委託しているＧ社は、下請事業者に
対し、単価の引下げの合意日前に発注した商品について引下げ後の単価を
遡って適用していた。

事 例 ②

テレビコマーシャルの制作を下請事業者に委託しているＨ社は、取引先から
の代金の減額を理由として、下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに下
請代金の額を減じていた。

事 例 ③

以下の場合は、下請代金の額を「減ずること」には当たりません。
① 親事業者が下請事業者に正当に販売した商品（原材料等）・提供した役務の対価などの
債権を下請代金から差し引く（債権と債務の相殺処理を行う）こと。
② 発注前に、振込手数料を下請事業者が負担することを書面で合意し、実費の範囲内で差
し引くこと。

ワンポイント

一 定 率 を 差 し 引 く こ と に よ る 減 額

新 単 価 の 遡 及 適 用 に よ る 減 額

取 引 先 の 都 合 を 理 由 と し た 減 額

28



返 品 の 禁 止
（第４条第１項第４号）

親事業者は、下請事業者に責任がないのに、発注した物品等を受け取った
後に返品してはいけません。
（下請事業者の責任による直ちに発見できない瑕疵であっても、受領後６か
月を超えて返品してはいけません。）

親事業者の禁止事項④

１  給付の内容が発注書面に明記された委託内容と異なる場合
２  汚損・毀損等された物品等が納入された場合

 （注）親事業者が、発注後、恣意的に検査基準を変更し、従来の検査基準で合格
とされた物品を不合格とした場合の返品は認められません。

下請事業者に責任があり、返品できる場合

【テキスト参照】62ページ 29



返品フローチャート

【テキスト参照】64ページ 30



問題となった事例

スキーウェア等の製造を下請事業者に委託しているⅠ社は、販売期間が
終了したことを理由に、当該商品の在庫を返品していた。

事 例 ①

土産用の加工食品の製造を下請事業者に委託しているＪ社は、賞味期
限が近づいたことを理由に、当該加工食品の在庫を返品していた。

事 例 ②

食料品の製造を下請事業者に委託しているＫ社は、自社が誤発注したこ
とを理由に、下請事業者の給付を受領した後に返品していた。

事 例 ③

販 売 期 間 終 了 を 理 由 と し た 返 品

賞 味 期 限 を 理 由 と し た 返 品

自 社 の 誤 発 注 を 理 由 と し た 返 品
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買 い た た き の 禁 止
（第４条第１項第５号）

親事業者は、下請代金を決定するときに、通常支払われる対価に比べて著しく
低い額を下請事業者と十分協議することなく一方的に決定してはいけません。

親事業者の禁止事項⑤

  ① 下請事業者と十分な協議が行われたか
  ② 差別的な取扱いではないのか
  ③ 「通常支払われる対価」と実際に支払われた対価とのかい離状況
  ④ 原材料等の価格動向
※①～④などを総合的に勘案して判断します。

買いたたきの判断基準

【テキスト参照】66ページ 32



問題となった事例

データベース用ソフトウェアの作成を下請事業者に委託しているＬ社は、
下請事業者に見積りをさせた当初よりも納期を大幅に短縮したにもかかわ
らず、当初の見積単価により下請代金の額を定めていた。

「通常支払われる対価」とは、
① 実際に行われている取引の価格、つまり「市価」のこと
② 市価の把握が困難な場合は、それと同種・類似の給付の従来価格

事 例 ①

電子部品の製造を下請事業者に委託しているＭ社は、多量の発注をす
ることを前提として見積りをさせた単価を、少量しか発注しない場合にも用
いて下請代金の額を定めていた。

事 例 ②

ワンポイント

自社ブランドの日用品等の製造を委託しているＮ社は、商品の売行きが
悪いことを理由に、発注前に下請事業者と協議して決定していた予定単価
を一方的に引き下げて著しく低い単価を定めて発注していた。

事 例 ③

短 納 期 発 注 に よ る 買 い た た き

大量発注の前提単価での少量発注による買いたたき

一 方 的 な 単 価 引 下 げ に よ る 買 い た た き
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購入 ・ 利 用強制の禁止
（第４条第１項第６号）

親事業者は、正当な理由がないのに、自社の指定する物
品の購入やサービスの利用を下請事業者に対して強制し
てはいけません。

親事業者の禁止事項⑥

【テキスト参照】74ページ 34



問題となった事例

自動車の修理を下請事業者に委託しているＱ社は、下請事業者に対し、
発注担当者を通じて、取引先から購入した健康食品を購入させていた。

次のような方法で自己の指定する物の購入・役務の利用を要請することは問題となるおそ
れがあります。
 １ 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼす者が要請する場合
 ２ 下請事業者ごとに目標額等を定めて要請する場合
 ３ 要請に応じなければ不利な取扱いをすることを示唆する場合
 ４ 下請事業者が、購入等をしないとしたにもかかわらず、重ねて要請する場合
 ５ 下請事業者から購入申出がないにもかかわらず、一方的に物を送付する場合

事 例 ③

自動車用の電気系統装置の修理を下請事業者に委託しているＯ社は、
下請事業者に対し、自社が提供する車両整備サービスを有償で利用させ
ていた。

事 例 ①

ワンポイント

ビルメンテナンスを下請事業者に委託しているＰ社は、下請事業者に対
し、自社が運営する宿泊施設のクーポンを購入させていた。

事 例 ②

自社サー ビ スの利用強制

自 社 製 品 の 購 入 強 制

取 引 先 製 品 の 購 入 強 制
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そんな・・・

報 復 措 置 の 禁 止
（第４条第１項第７号）

親事業者が禁止行為に該当する行為を行った場
合に、下請事業者がその事実を公正取引委員会
や中小企業庁に知らせたことを理由に、取引数量
を削減したり、取引を停止するなどの不利益な取扱
いをしてはいけません。

公取に知らせたか
ら、来月から取引数
量半分ね。

親事業者の禁止事項⑦

【テキスト参照】77ページ 36



見合い相殺となるように注意が必要

有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止
（第４条第２項第１号）

親事業者が下請事業者に有償で支給する原材料等を利用
して、下請事業者が物品等を製造している場合、その物品
等の下請代金の支払期日よりも前に、原材料等の代金を決
済してはいけません。

親事業者の禁止事項⑧

【テキスト参照】78ページ
37



冷凍冷蔵庫の修理を下請事業者に委託しているＳ社は、下請事業者に
対し、有償で原材料を支給しているが、当該原材料の対価について、当該
原材料を用いた給付に係る下請代金の支払期日よりも早い時期に、支払
うべき下請代金の額から控除していた。

事 例 ②

自動車用部品の加工を下請事業者に委託しているＲ社は、下請事業者
に対し、有償で原材料を支給しているが、当該原材料の対価について、当
該原材料を用いた給付に係る下請代金の支払期日よりも早い時期に、支
払うべき下請代金の額から控除していた。

事 例 ①

問題となった事例

製造委託における早期決済

修理委託における早期決済
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割引困難な手形の交付の禁止
（第４条第２項第２号）

手形のサイトは、６０日（２か月）以内でなければなりま
せん。

親事業者の禁止事項⑨

【テキスト参照】79ページ 39



問題となった事例

親事業者Ａ社は、衣料品の製造を委託している下請事業者に対し、手形
期間が６０日（２か月）を超える手形を交付した。

事 例 ①

親事業者Ｂ社は、道路貨物運送を委託している下請事業者に対し、手形
期間が６０日（２か月）を超える手形を交付した。

事 例 ②

製造委託、修理委託における割引困難手形

役務提供委託における割引困難手形
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不当な経済上の利益の提供要請の禁止
（第４条第２項第３号）

親事業者は自社のために、下請事業者に対して、お金や
サービス、その他の経済上の利益を不当に提供させては
いけません（協賛金等に限らず、知的財産権の無償譲渡、
金型保管料等も含む。）。

親事業者の禁止事項⑩

【テキスト参照】81ページ 41



問題となった事例

ソフトウェア開発を下請事業者に委託しているＶ社は、下請事業者に対し、
当該ソフトウェアの知的財産権等（デザイン・アイデア等も含む。）を無償で
譲渡させていた。

次のような方法で自己のために経済上の利益の提供を要請することは問題と
なるおそれがあります。
 １ 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼす者が要請する場合
 ２ 下請事業者ごとに目標額等を定めて要請する場合
 ３ 要請に応じなければ不利な取扱いをすることを示唆する場合
 ４ 下請事業者が、提供しないとしたにもかかわらず、重ねて要請する場合

事 例 ①

自社の金型を貸与し、自動車部品の製造を下請事業者に委託している
Ｗ社は、大量に発注する時期を終えた後、部品の発注を長期間行わない
にもかかわらず、無償で金型を保管させていた。

事 例 ②

ワンポイント

知的財産権等の無償譲渡の要請

金 型 の 無 償 保 管 要 請

42



お客さんの都合で発注内容
が変わったから、ついでにタ
ダで頼むよ。

追加費用が
発生するの
に・・・・・・。

親事業者は、下請事業者に責任がないのに、費用を負担せずに、当初の
発注と異なる作業を行わせたり、発注を取り消したり、やり直しをさせたりし
てはいけません。

不当な給付内容の変更・やり直しの
禁 止 （ 第 ４ 条 第 ２ 項 第 ４ 号 ）

親事業者の禁止事項⑪

【テキスト参照】86ページ

１ 給付の受領前に、下請事業者の要請により給付の内容を変更する場合

２ 給付の受領前に、給付を確認したところ、瑕疵等があることが合理的に判断され、給付の内容
を変更させる場合

３ 給付の受領後に、給付に瑕疵等があるため、やり直しをさせる場合

下請事業者に責任があり、費用負担することなく、「給付内容の変更」、「やり直し」をさせることができる場合
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問題となった事例

衣料品の製造を下請事業者に委託しているＸ社は、販売予測の見込み
違いを理由に発注内容を変更したにもかかわらず、それによって生じた費
用を負担していなかった。

事 例 ①

電線の加工を下請事業者に委託しているＹ社は、顧客からの依頼内容
が変更されたため、下請事業者に無償でやり直しをさせた。

事 例 ②

販売計画の変更を理由とした発注内容の変更

取 引 先 の 都 合 を 理 由 と し た や り 直 し

44
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１．下請法の基礎、親事業者の義務及び禁止事項

本日の内容②

３．下請法改正法の概要

２．令和６年度の勧告事例
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【令和６年度の勧告事件の特徴】

令和６年度の勧告事件
番号 事件名 勧告日 下請事業者への委託内容 違反行為類型

１
生活協同組合コープさっぽろ
に対する件

R6.5.22
食料品の製造、商品の配送等の委
託

減額（約2500万円）

２ 三井食品工業に対する件 R6.6.14 漬物製品の製造委託 減額（約990万円）

３
大阪シーリング印刷に対する
件

R6.6.19
食品容器のラベル等のデザインの作
成委託

不当なやり直し（36名に24600
回）

４
トヨタカスタマイジング＆ディベ
ロップメントに対する件

R6.7.5
自動車の外装・内装製品の製造委
託

返品（約5400万円）・金型無償
保管（利益提供要請）（664個）

５
パルシステム生活協同組合連
合会に対する件

R6.9.4 食料品等の製造委託 減額（約2700万円）

６ SANEIに対する件 R6.9.26 水栓金具等の製造委託
減額（約470万円）、利益提供
要請（692型）

７ ナイスに対する件 R6.10.23 建築資材の製造委託 減額（約2300万円）

８ カバーに対する件 R6.10.25

いわゆる「VTuber動画」等に用いるイ
ラスト、動画用2Dモデル又は動画用
3Dモデルの作成委託

不当なやり直し（23名に243
回）

９ KADOKAWA等に対する件 R6.11.12
雑誌記事作成及び写真撮撮影業務
の委託

買いたたき（従前単価から約
6.3％～約39.4％の引下げ）

１０
住友重機械ハイマテックスに
対する件

R6.11.21 圧延用ロール等の製造委託 金型無償保管（178型）

１１ 電気興業に対する件 R6.12.5 電気通信機器等の部品の製造委託 金型無償保管（292個）

令和６年度勧告一覧①
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【令和６年度の勧告事件の特徴】

令和６年度の勧告事件
番号 事件名 勧告日 下請事業者への委託内容 違反行為類型

１２
東京ラヂエーター製造に対
する件

R7.1.23
ラジエーター等の熱交換器及び燃料
タンク等の車体部品の製造委託

金型無償保管（2389型）

１３ 中央発條に対する件 R7.2.18 自動車用ばね等の製造委託 金型無償保管（608個）

１４ 愛知機械工業に対する件 R7.2.18
自動車用エンジン等の自動車用部
品の製造委託

金型無償保管（415個）

１５ フクシマガリレイに対する件 R7.2.19
業務用冷蔵・冷凍庫、冷凍ショー
ケース等の部品等の製造委託

減額（約3799万円）、利益提供要
請（255万円）

１６ 荏原製作所に対する件 R7.2.20
標準ポンプ、カスタムポンプ等の製
造委託

金型無償保管（8900型）

１７ ビックカメラに対する件 R7.2.28 家電製品等の製造委託 減額（約5億7000万円）

１８ 日本セレモニーに対する件 R7.3.6
冠婚葬祭式の施行に係る司会進行
等の委託

購入・利用強制（総額272万円の
おせち料理等）

１９ フタバ九州に対する件 R7.3.7 自動車部品の製造委託 金型無償保管（3733個）

２０
クノールブレムゼ商用車シス
テムジャパンに対する件

R7.3.19
商用車用ブレーキ等の部品の製造
委託

減額（約6700万円）

２１ シャトレーゼに対する件 R7.3.27
洋菓子等の梱包資材及び原料の製
造委託

受領拒否、利益提供要請（約
2400万円）

令和６年度勧告一覧②



カ
バ
ー
（（株
）〔親
事
業
者
〕

下請取引の内容

インターネットを通じて配信するいわゆる「ＶＴｕｂｅｒ動画」等に用いるイラスト、動画用２Ｄモデル、動
画用３Ｄモデルの作成

下
請
事
業
者

違反行為の概要

勧告 不当なやり直しの禁止

カバーは、令和４年４月から令和５年１２月までの間、下請事業者の給付を受領した後に、下請事業者に対し、発注
書等で示された仕様等からは作業が必要であることが分からないやり直しを無償でさせていた。

（下請事業者２３名に対し、２４３回）

指導 下請代金の支払遅延の禁止

カバーは、上記の不当なやり直し等により、あらかじめ定められた支払期日までに下請代金を支払っていなかった。
（遅延利息は下請事業者２９名に対し、約１１５万円）

① 不当なやり直しによる費用に相当する額を、公正取引委員会の確認を得た上で速やかに支払うこと
② 今後、不当なやり直しを行わないことを取締役会の決議により確認すること
③ 情報成果物の作成を委託している下請事業者との取引において、令和４年４月１日から令和６年１０月２５日ま
での間に下請法第４条第２項第４号の観点から問題が生じていなかったのかを調査し、問題が認められた場合
には、下請事業者の利益を保護するために必要な措置を講ずること など

 下請代金の支払遅延の禁止に関して、勧告に基づく調査において問題が認められた場合に下請事業者の利益
を保護するために必要な措置を講ずること など

勧告の概要

指導の概要
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カバー㈱に対する件 R6.10.25 勧告



第４条第１項第５号（買いたたき）
下請事業者の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比し著しく低い下請代金の額を不当に定めること。

【参考】 親事業者の禁止行為（下請法の抜粋）

ＫＡＤＯＫＡＷＡ

親事業者

下
請
事
業
者

＜下請取引の内容＞
  雑誌「レタスクラブ」の記事作成及び写真撮影業務

勧告内容

ＫＡＤＯＫＡＷＡ及びＫＡＤＯ
ＫＡＷＡ ＬｉｆｅＤｅｓｉｇｎは、

● 雑誌レタスクラブの記事
作成業務等の下請代金
の額について、引き下げ
た単価を適用した時期に
遡って引き上げること

● 今後、買いたたきを行わ
ないことを取締役会で決
議し確認すること

● 下請法の遵守体制を整
備すること

など

令和６年４月１日に、
雑誌レタスクラブに
係る全事業を承継。

ＫＡＤＯＫＡＷＡ

ＬｉｆｅＤｅｓｉｇｎ（注）
（注）ＫＡＤＯＫＡＷＡが全額出資
する同社の子会社。

  令和６年１０月１日に「(株)毎日
が発見」から商号変更。

買いたたき
（下請法第４条第１項第５号）

①ＫＡＤＯＫＡＷＡは、令和５年１月、自社の収益改善を図る
ため、令和５年４月発売号以降の雑誌レタスクラブの記事
作成業務等を下請事業者（２６名）に委託する際の単価を、
下請事業者と十分に協議することなく、従前の単価から一
方的に引き下げた。発注単価の引下げ幅は最大で約３９
パーセントとなった。

②ＫＡＤＯＫＡＷＡ ＬｉｆｅＤｅｓｉｇｎは、令和６年４月１日以降、
雑誌レタスクラブの記事作成業務等を下請事業者（２１名）
に委託する際の単価について、承継前にＫＡＤＯＫＡＷＡ が
一方的に決定した単価をそのまま適用している。

＜違反行為の概要＞

㈱ＫＡＤＯＫＡＷＡ等に対する件 R6.11.12 勧告
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愛
知
機
械
工
業
㈱
（
親
事
業
者
）

（
自
動
車
用
エ
ン
ジ
ン
等
の
製
造
販
売
）

自動車用エンジン等の製造を委託する際に
、愛知機械工業㈱が所有する金型等を貸与

愛知機械工業㈱が製造を請け負う自動車用エンジン等の製造を委託

●下請取引の内容

●違反行為の概要（不当な経済上の利益の提供要請）

下
請
事
業
者
（
５
名
）

（
自
動
車
用
エ
ン
ジ
ン
等
の
製
造
）

愛知機械工業㈱は、金型等を用いて製造する自動車用エンジン等の製造を大量に発
注する時期を終えた後、下請事業者５名に対し、合計４１５個の金型等を無償で保管
させていた（注）。

公正取引委員会からの勧告の内容
下請法は、親事業者が自己のために、下請事業者に金銭、

役務その他の経済上の利益を提供させることにより下請事業

者の利益を不当に害することを禁止。下請事業者に貸与して

いた金型等について、当該金型等を用いて製造する部品等の

発注を長期間行わないにもかかわらず、下請事業者に対し、

当該金型等を無償で保管させること等により、下請事業者の

利益を不当に害することは、下請法違反に該当。

※金型のイメージ図

（※）不当な経済上の利益の提供要請

➢ 今後、不当な経済上の利益の提供要請（※）を行
わないことを取締役会の決議により確認すること

➢ 自社の発注担当者等に対して金型等の適切な管理
に特に留意した下請法の研修を行うなど社内体制の
整備のために必要な措置を講ずること など

（注）愛知機械工業㈱は、金型等４１５個のうち２６１個を廃棄又は回収し、また、下請事業者に対し、協議を行い
請求書を徴収した上で、無償で金型等を保管させていたことによる費用に相当する額（１９２５万５４９８円）を
支払っている。

50

愛知機械工業㈱に対する件 R7.2.18 勧告



㈱
ビ
ッ
ク
カ
メ
ラ
（
親
事
業
者
）

（
家
庭
用
電
気
製
品
等
の
販
売
）

㈱ビックカメラは、自らの店舗等で販売する家庭用電気製品等の製造を委託

●下請取引の内容

●違反行為の概要

下
請
事
業
者
（
５
１
名
）

（
家
庭
用
電
気
製
品
等
の
製
造
）

下請事業者５１名に対し、総額約５億５７４６万円

を下請代金の額から減額した。（注）

(内 訳)

拡売費： 約２億２４０６万円（下請事業者１４名）

実売助成費： 約２億１２４２万円（下請事業者２５名）

販売支援金： 約９３２８万円（下請事業者３９名）

原価リベート： 約２１２３万円（下請事業者 ３名）

回収促進リベート： 約１７１万円（下請事業者 １名）

在庫対策費： 約１２６万円（下請事業者 ６名）

一括仕入リベート： 約１１０万円（下請事業者 １名）

展示品導入リベート： 約９３万円（下請事業者 ４名）

展示品拡売費： 約８１万円（下請事業者１０名）

能登半島復興支援協賛：約５７万円（下請事業者 １名）

納品時単価差異： 約３万円（下請事業者 ６名）

公正取引委員会からの勧告の内容

➢ 今後、減額を行わないこと等を取締役会の決議
により確認すること

➢ 下請法の遵守体制を整備すること など

（注）下請代金の減額

下請法は、下請事業者に責任がないのに、発注時に定め
られた金額から一定額を減じて支払うこと等を全面的に禁
止している。値引き、協賛金、歩引き等の名目、方法、金
額の多少を問わず、また、下請事業者との合意があっても、
下請法違反となる。

※ビックカメラは、下請事業者に対し、減額した金額を支払済み。

㈱ビックカメラに対する件 R7.2.28 勧告
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㈱
日
本
セ
レ
モ
ニ
ー
（
親
事
業
者
）

（
冠
婚
葬
祭
式
の
施
行
等
）

・業として消費者から請け負う結婚式の施行に係るブライダルビデオの作成
・業として作成し自ら使用する葬祭式の施行に係るメモリアルビデオの作成
・業として消費者から請け負う冠婚葬祭式の司会進行等の実施

●下請取引（委託）の内容

・発注担当者等の取引に影響を及ぼす者が、
下請事業者の給付の内容と直接関係ないにもかかわらず、
おせち料理・ディナーショーチケットの購入を要請

・要請を受けた下請事業者は、総額２７２万円分を購入

●違反行為の概要（購入・利用強制※）

下
請
事
業
者
（
２
３
名
）

下請法は、下請事業者の給付の内

容の均一性を維持するためなどの

正当な理由がないのに親事業者の

指定する物の購入又は役務の利用

を強制することにより、下請事業

者にその対価を負担させることを

禁止している。

➢ 下請事業者に対し、おせち料理等の購入金額から下請事業者が得た利益に相当する額を

控除した額及び下請事業者がおせち料理等の購入に当たって負担した振込手数料を速や

かに支払うこと

➢ 今後、購入・利用強制を行わないこと等を取締役会の決議により確認すること

➢ 下請事業者が利用できる通報制度を整備し、その旨を公表・下請事業者に通知すること

➢ 下請事業者への物品販売時、その販売が下請法を遵守して行われたことを確認する体制

を整備すること など

公正取引委員会からの勧告の内容

㈱日本セレモニーは、過去に同様の違反行為について勧告を受けたにもかかわらず

下請法遵守体制の整備・運用を適切に行わず、再び同様の違反行為を行っていた。

※購入・利用強制

（下請法第４条第１項第６号）

㈱日本セレモニーに対する件 R7.3.6 勧告
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㈱
シ
ャ
ト
レ
ー
ゼ
（
親
事
業
者
）

（
洋
菓
子
等
の
製
造
販
売
）

㈱シャトレーゼは、自社の店舗等で販売する
洋菓子等の包装資材や原料（以下「本件商品」という。）の製造を委託

●下請取引の内容

違反行為の概要
下
請
事
業
者

（
本
件
商
品
の
製
造
）

●

公正取引委員会からの勧告の内容

➢ 下請事業者からいまだ受領を拒んでいる本件商品を受領
すること

➢ 本件商品を受領することができない場合、当該本件商品
の下請代金相当額を支払うこと

➢ 本件商品を保管等させることによる費用に相当する額を
支払うこと

➢ 下請法の遵守体制を整備すること など

（注１）受領拒否

下請法では、親事業者が下請事業者に対して委託した給付の目
的物について、親事業者は、下請事業者の責めに帰すべき理由
がないのに受領を拒むことを禁止している（下請法第４条第１
項第１号）。

本件商品の一部を受領していない（注１）

本件商品を受領する日を経過しているにもかかわらず、

●本件商品を受領する日を経過しているにもかかわらず、自己のために下請事業者に

無償で本件商品を保管等させていた（注２）

※令和６年１２月３０日現在において、総額約２３８３万円相当の本件商品を

受領していなかった（下請事業者１１名）

（注２）不当な経済上の利益の提供要請

下請法では、親事業者が自己のために、下請事業者に金銭、役
務その他の経済上の利益を提供させることにより下請事業者の
利益を不当に害することを禁止している（下請法第４条第２項
第３号）。
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㈱シャトレーゼに対する件 R7.3.27 勧告
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１．下請法の基礎、親事業者の義務及び禁止事項

本日の内容③

２．令和６年度の勧告事例

３．下請法改正法の概要



（１）多段階の事業者が連携した取組への支援
●多段階の取引からなるサプライチェーンにおいて、二以上の取引段階に
ある事業者が作成する振興事業計画に対し、承認・支援できる旨を追加。

（２）適用対象の追加
●①製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を対象取引に追加
②法人同士においても従業員数の大小関係がある場合を対象に追加。

【規制内容の追加】
（１）協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【価格据え置き取引への対応】
●対象取引において、代金に関する協議に応じないことや、協議において必要
な説明又は情報の提供をしないことによる、一方的な代金の額の決定を禁止。

（２）手形払等の禁止
●対象取引において、手形払を禁止。また、支払期日までに代金相当額を得る
ことが困難な支払手段も併せて禁止。
※手形払の禁止に伴い、割引困難な手形に係る規制を廃止。

【規制対象の追加】
（３）運送委託の対象取引への追加【物流問題への対応】
●対象取引に、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を追加。

（４）従業員基準の追加【適用基準の追加】
●従業員数300人（役務提供委託等は100人）の区分を新設し、規制及び保護の対象を拡充。

下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律

⚫ 近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等な関係に基づき、サプライチェーン全体で適切な価格
転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」の実現を図っていくことが重要。

⚫ このため、協議を適切に行わない代金額の決定の禁止、手形による代金の支払等の禁止、規制及び振興の対象となる取引への運送委託の追加等
の措置を講ずるとともに、多段階の取引当事者が連携した取組等を支援し、価格転嫁・取引適正化を徹底していく。

１．規制の見直し（下請代金支払遅延等防止法）

２．振興の充実（下請中小企業振興法）

背景・概要

令和８年１月１日施行期日

【執行の強化等】
（５）面的執行の強化
●関係行政機関による指導及び助言に係る規定、相互情報提供に係る規定
等を新設。

※その他
●製造委託の対象物品として、木型その他専ら物品の製造に用いる物品を追加。
●書面等の交付義務において、承諾の有無にかかわらず、電磁的方法による提供を認容。
●遅延利息の対象に、代金を減じた場合を追加。
●既に違反行為が行われていない場合等の勧告に係る規定を整備。

（３）地方公共団体との連携強化
●国及び地方公共団体が連携し、全国各地の事業者の振興に向けた取組を
講じる旨の責務と、関係者が情報交換など密接な連携に努める旨を規定。

（４）主務大臣による執行強化
●主務大臣による指導・助言をしたものの状況が改善されない事業者に対し
て、より具体的措置を示して改善を促すことができる旨を追加。

３．「下請」等の用語の見直し（下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法等）

●用語について、「下請事業者」を「中小受託事業者」、 「親事業者」を「委託事業者」等に改める。
●題名について、「下請代金支払遅延等防止法」を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に、
「下請中小企業振興法」を「受託中小企業振興法」に改める。
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① 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【新第５条第２項第４号関係】

◆ 「市価」の認定が必要となる買いたたきとは別途、対等な価格交渉を確保する観点から、中小
受託事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に応じなかったり、委託事業者
が必要な説明を行わなかったりするなど、一方的に代金を決定して、中小受託事業者の利益を
不当に害する行為を禁止する規定を新設する。

改 正 内 容

【コスト上昇型】

従前の対価

引上げ後の対価
※コストアップに

見合わない引上げ幅

コスト
40円

コスト
90円

100円

110円

利益

利益

改正法

交渉プロセスに着目した規定を新設

現行 【対価引下げ型】

従前の対価

引下げ後の対価

コスト
40円

100円

50円

利益

利益

コスト
40円

対価に着目
した規定

➢  コストが上昇している中で、協議することなく価格を据え置いたり、コスト上昇に見合わない
価格を一方的に決めたりするなど、上昇したコストの価格転嫁についての課題がみられる。

➢  そのため、適切な価格転嫁が行われる取引環境の整備が必要。

改 正 理 由

下請法の改正事項の概要①



◆  中小受託事業者の保護のためには、今般の指導基準の変更を一段進め、本法上の支払手段と
して、手形払を認めないこととする。

◆  電子記録債権やファクタリングについても、支払期日までに代金に相当する金銭（手数料等を
含む満額）を得ることが困難であるものについては認めないこととする。

② 手形払等の禁止【新第５条第１項第２号関係】

4/1  5/1   6/30  ８/30

     製品や役務の受領日 支払日＝手形交付日   満期日＝入金日

手形サイト60日間

支払日までの期間（60日）＋手形サイト（60日）＝現金受領までの期間【120日】

     製品や役務の受領日 支払日

支払日までの期間（60日）＝現金受領までの期間【60日】

4/1  5/1   6/30  

短縮
改正法

現行 支払日までの期間

支払日までの期間

改 正 内 容

➢  支払手段として手形等を用いることにより、発注者が受注者に資金繰りに係る負担を求める
商慣習が続いている。

改 正 理 由
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下請法の改正事項の概要②



③ 運送委託の対象取引への追加【新第２条第５項、第６項関係】

◆   発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を、本法の対象となる新たな類型とし
て追加し、機動的に対応できるようにする。

運送事業者 運送事業者
発荷主

（例：部品メーカー、
卸売業者等）

再委託委託

現行

改正法

物品の運送の再委託が対象

改 正 内 容

荷積みの強要
荷待ち

➢  発荷主から元請運送事業者への委託は、本法の対象外（独占禁止法の物流特殊指定で対応）で
ある。

➢  立場の弱い物流事業者が、荷役や荷待ちを無償で行わされているなど、荷主・物流事業者間の
問題（荷役・荷待ち）が顕在化している。

現行の「物品の運送の再委託」に加えて「物品の運送の委託」を新たな規制対象に追加

改 正 理 由
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下請法の改正事項の概要③



◆  適用基準として従業員数の基準を新たに追加する。
◆  具体的な基準については、本法の趣旨や運用実績、取引の実態、事業者にとっての分かりやす

さ、既存法令との関連性等の観点から、従業員数300人（製造委託等）又は100人（役務提供
委託等）を基準とする。

④ 従業員基準の追加【新第２条第８項、第９項関係】

【適用基準例（製造委託等）】

資本金3億円超

資本金1千万円超3億円以下

従業員300人超

資本金3億円以下(個人を含む。)

資本金1千万円以下(個人を含む。)

従業員300人以下(個人を含む。)

改正法

基準追加

現行

中小受託委託

改 正 内 容

➢  実質的には事業規模は大きいものの当初の資本金が少額である事業者や、減資をすることによ
って、本法の対象とならない例がある。

➢  本法の適用を逃れるため、受注者に増資を求める発注者が存在する。
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改 正 理 由

下請法の改正事項の概要④



⑤ 面的執行の強化【新第５条第１項第７号、第8条、第13条関係】

◆  事業所管省庁の主務大臣に指導・助言権限を付与する。
◆  中小受託事業者が申告しやすい環境を確保すべく、「報復措置の禁止」の申告先として、現行

の公正取引委員会及び中小企業庁長官に加え、事業所管省庁の主務大臣を追加する。

事業所管省庁

委託事業者指導・助言
＋勧告

指導・助言

調査協力

措置請求

指導・助言権限を追加改正法

公正取引委員会 中小企業庁

改 正 内 容

➢  現在、事業所管省庁には調査権限のみが与えられているが、公正取引委員会、中小企業庁、事
業所管省庁の連携した執行をより拡充していく必要がある。

➢  事業所管省庁（「トラック・物流Gメン」など）に通報した場合、本法の「報復措置の禁止」
の対象となっていない。

改 正 理 由
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⑥「下請」等の用語の見直し【題名、新第２条第８項、第９項関係】

◆  用語について、「親事業者」を「委託事業者」 、「下請事業者」を「中小受託事業者 」 、
「下請代金」を「製造委託等代金」等に改正する。

◆  法律の題名も、「下請代金支払遅延等防止法」を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する
代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に改正する。

【発
注
者
と
し
て
の
声
】

【受
注
者
と
し
て
の
声
】

外注先を「下請」企業と呼称した経験の有無
（n=3,583）

今も「下請」企業と

呼称している 7.5%

以前は「下請」企業

と呼称していた

5.8%

「下請」企業等と呼称

したことはない

76.8%

外注先がない

9.9%

発注者から「下請」企業と呼称された経験の有無
（n=3,583）

「下請」企業と呼称されている

11.9%

以前は「下請」企業と

呼称されていた

7.9%

「下請」企業と呼称され

たことはない

80.1%

（出所）中小企業庁・公正取引委員会「下請取引等の実態に係るアンケート調査」

改 正 内 容

➢  本法における「下請」という用語は、発注者と受注者が対等な関係ではないという語感を与え
るとの指摘がある。

➢  時代の変化に伴い、発注者である大企業の側でも「下請」という用語は使われなくなっている
。

改 正 理 由
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⑦ その他の改正事項

◆  専ら製品の作成のために用いられる木型、治具等についても、金型と同様に製造委託の対象物
として追加する。 【新第２条第１項関係】

◆  書面等の交付義務について、中小受託事業者の承諾の有無にかかわらず、必要的記載事項を
電磁的方法により提供可能とする。                                         【新第４条関係】

◆  遅延利息の対象に減額を追加し、代金の額を減じた場合、起算日から60日を経過した日から
実際に支払をする日までの期間について、遅延利息を支払わなければならないものとする。

【新第６条第２項関係】
◆  既に違反行為が行われていない場合等の勧告に係る規定を整備し、勧告時点において委託事業

者の行為が是正されていた場合においても、再発防止策などを勧告できるようにする。
【新第10条関係】

➢  物品等の製造に用いられる金型のみが製造委託の対象物とされており、木型、治具等について
は、製造委託の対象物とされていない。

➢  書面交付義務について、下請事業者から事前の承諾を得たときに限り、書面の交付に代えて、
電磁的方法により必要的記載事項の提供を行うことができる。 

➢  下請代金の支払遅延については、親事業者に対し、その下請代金を支払うよう勧告するととも
に、遅延利息を支払うよう勧告することとされているが、減額については、当該規定が存在
しない。 

➢  受領拒否等をした親事業者が勧告前に受領等をした場合や、支払遅延をした親事業者が勧告前
に代金を支払った場合に、勧告ができるかどうかが規定上明確となっていない。

改 正 内 容

改 正 理 由
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【参考】下請法に関する全国の相談窓口
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